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共通ID利活用WGの検討状況について 2

（1） 「街づくり」事業の今年度の主な目的は「各地域の成果の全国展開の促進」。
全国展開の具体策である「プラットフォーム」と「共通ID」について、WGで検討。

（2） 「共通ID」は、「安全」かつ「確実」な利用者認証を担うもので、「プラットフォーム」の
重要な機能。
自治体に「ID」が乱立せず、「共通ID」が普及することが、「プラットフォーム」を通じた
成果の横展開に不可欠。

（3） 昨年成立した「番号制度」に基づき、2016年より「個人番号カード」の配布が開始。
今後自治体の「共通ID」を考えるにあたって、有効なツールとなるもの。
「共通ID利活用WG」（SWGを含む）では、このカード機能の内、官民双方で利用可能
となる「公的個人認証」機能について、その普及策を重点的に検討。

（4） 今般の検討では、上記カードの用途を官民の幅広い分野に拡大し、その利便性向上を
図る観点から、利用者の裾野が広い通信・放送分野において、具体的な利活用方策を検討。

１．検討の趣旨
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これまでの街づくりプロジェクトの事例の内、「カードの利活用事例」の全国普及を図る観点から、
以下2点の活用方策について、掘り下げて検討。
具体的には、プロジェクトで現在使用されているカードを、所謂個人番号カードとした場合の活用
方策等について検討。

（1） 使いやすいインタフェースとして「テレビ」の活用
カードの読み取りや、情報の入力・閲覧を行う上で、「テレビ」など操作の容易なインタフェー
スを活用することは、カード普及の重要な鍵。
徳島県等の事例も参考に、一般のテレビやケーブルテレビを通じた、個人番号カード、及び
そこに格納された公的個人認証機能の活用方策を具体化。

（2） カードの機能の多目的利用
一つのカードが、「行政」に加え、「交通」「防災」「病院」など幅広い分野に活用可能となる
ことも、カード普及の重要な鍵。
豊田市などの事例も参考に、「一枚の個人番号カード」を、「行政」「民間」いずれのサービス
を問わず、多目的に活用し得る方策を具体化。

２．成果の活用

共通ID利活用WGの検討状況について
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（1） 共通ID利活用WG
5月中を目処に、前出2.(1)(2)を踏まえた、カードの具体的な活用方策と、その実現に向けた
技術面・運用面等の課題をとりまとめ。

（2） 実証実験の実施
上記の結果について、親会議の検討を経た上、平成25年度補正予算を活用した実証実験を実
施。カード活用の効果と、課題の解決方策等を検証。

３．スケジュール

共通ID利活用WGの検討状況について















ICT街づくり推進会議
共通ID利活用SWG

中間報告

平成26年3月19日

（参考：3月19日に共通ID利活用WGにおいて説明されたSWGの中間報告） 11

























公的個人認証サービスのユースケース例

※第2回、第3回ＳＷＧにおいて構成員からプレゼンされた内容を
前出ユースケースモデルに当てはめ、一部具体化したものです。
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これまでのSWG会合で指摘された主な意見

（技術面での課題）

‒ ユースケース間の技術的連携（認証連携を含む）に関する検討が必要

‒ 利用者（特に高齢者）を意識した使いやすいユーザインタフェースが望まれる

‒ 共通ＩＤとしての利用者証明用シリアル番号の活用の在り方についての検討が必要

‒ 個人番号カード（公的個人認証）と各種サービスの顧客情報の紐付け作業における、確
実性の確保（特に住所や氏名に変更がある場合）が必要

（ルール面での課題）

‒ 公的個人認証サービスを活用するにあたり、対象事務の所管省庁との協議が必要なこと
にも留意が必要

‒ 過去の実証実験等の知見を踏まえて、ユースケース毎に、サービス利用時におけるＰＩＮ
入力の要否の考え方等に関する整理が必要

‒ 共通プラットフォームを用いて検証を行う場合の制度上の位置付け（代行、委託等）につ
いての整理が必要

（運用面での課題）

‒ 公的個人認証サービスを利用する際に必要となるコストや作業を明確にすることが必要

‒ 個人番号カード（公的個人認証）と各種サービスを紐付けて利用する場合、カード紛失時
の手続等を明確にしておくことが必要（廃止、一時停止、再活性化等）
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これまでのSWG会合で指摘された主な意見

（運用面での課題）（続き）

‒ 公的個人認証について必ずしも詳しい知識を有しない民間企業等のために、検
証者に求められる要件等について、適切に情報提供することが必要

‒ 電子証明書が失効した場合のサービスの継続性について、具体的な検討が必
要

‒ 資格確認のユースケースにおいて、個人番号カード（公的個人認証）にどのよう
なサービスが紐付られているのか、本人にしかわからない。そのため、それを特
定するための機能の必要性と在り方について、議論を深めていくことが必要

（その他の課題）

‒ プレゼンテーションやアンケートによって多数のユースケースへの期待が示され
ている。今後は、事業者にメリットがあるもの、ユーザに訴えかけるもの、有望で
はあるが関係者の調整が必要なもの等の観点から、優先順位の絞り込みをして
いくことが必要
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今後の検討の方向性

• SWG構成員からのプレゼンテーションやアンケート結果等を踏まえ、提案された各
ユースケースについて、国民利便性や社会的影響度等の観点から、優先順位を付
ける

• システム実現性等の観点から検討を深め、関係事業者毎に必要となる「作業」と
「コスト」の具体化を図る

• WG及びSWGにおける議論や指摘事項等を踏まえ、各ユースケースの実現に向け
た「技術面」、「ルール面」での課題の抽出・整理を行うとともに、それらの解決の方
向性の提示に努める

• 通信・放送分野における公的個人認証サービス導入のためのロードマップの具体
化について検討する

• 比較的短期間での実用化が見込まれるユースケースを中心に、平成25年度補正
予算を活用した実証実験の進め方の具体化を図る

• 以上の検討結果について、本年5月上旬を目途に報告する予定
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